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「国民保護に関する川島町計画」新旧対照表 

No. Page 編 章 節 項目名 新 旧 変更理由 

1 1 1 2  計画策定の背
景・経緯 

第２次世界大戦から７０年以上を経過し、世界的な規模の武力
紛争が起こる可能性は遠のいたものの、一方では世界各地で宗
教上や民族上の問題などによる対立が表面化し、武力による地

域紛争が発生し深刻化してきた。 

第２次世界大戦から６０年を経過し、世界的な規模の武力紛争
が起こる可能性は遠のいたものの、一方では世界各地で宗教上
や民族上の問題などによる対立が表面化し、武力による地域紛

争が発生し深刻化してきた。 

時点修正及び記載方
法を変更 

2 1 1 2  計画策定の背

景・経緯 

そうしたことから、平成１５年（２００３年）６月には「武力

攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安
全の確保に関する法律」（以下「事態対処法」という。平成２
７年（２０１５年）９月に成立した平和安全法制整備法により

「武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独
立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律」と改称。）
が、そして、平成１６年（２００４年）６月には「武力攻撃事

態等における国民の保護のための措置に関する法律」（以下
「国民保護法」という。）などの有事関連七法が成立し、武力
攻撃や大規模テロに対処するための国全体としての枠組みが整

備されることとなった。 

そうしたことから、平成１５年（２００３年）６月には「武

力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の
安全の確保に関する法律」（以下「武力攻撃事態対処法」とい
う。）が、そして、平成１６年（２００４年）６月には「武力

攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」
（以下「国民保護法」という。）などの有事関連法が成立し、
武力攻撃や大規模テロに対処するための国全体としての枠組み

が整備されることとなった。 

平成２７年９月に成

立した平和安全法制
整備法により「武力
攻撃事態等及び存立

危機事態における我
が国の平和と独立並
びに国及び国民の安

全の確保に関する法
律」の名称変更に伴
う変更 

3 2 1 3  計画策定に当た
っての基本的な

考え方 

〇 基本的人権の尊重 〇 基本的人権の尊重、言論その他の表現の自由の保障 国民保護に関する埼
玉県計画との整合 

県計画*1 

4 2 1 3  計画策定に当た

っての基本的な
考え方 

○ 要配慮者の保護 

  高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者の積極的な避難・
救援対策を実施する。 

○ 災害時要援護者の保護 

  高齢者、障害者、乳幼児等の災害時要援護者の積極的な避
難・救援対策を実施する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正
を踏まえた用語の変
更 

5 2 1 3  計画策定に当た
っての基本的な
考え方 

〇 外国人への国民保護措置の適用 
  県は、日本に居住し、又は滞在している外国人について
も、武力攻撃災害から保護するなど、国民保護措置の対象で

あることに留意する。 
〇 指定公共機関、指定地方公共機関の自主性の尊重、言論そ
の他表現の自由の保障 

指定公共機関及び指定地方公共機関がその業務について国
民保護措置を実施するに当たっては、その実施方法等につい
ては、県及び市町村から提供される情報も踏まえ、武力攻撃

事態等の状況に即して自主的に判断するものとされているこ
とに留意する。 

また、町は日本赤十字社が実施する国民保護措置について

は、その特性に鑑み、その自主性を尊重するものとする。 
加えて、放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共

機関が国民保護措置として実施する警報、避難の指示、緊急

通報の内容の放送については、放送の自律を保障することに
より、その言論その他表現の自由に特に配慮する。 

 「市町村国民保護モ
デル計画」（消防
庁）との整合、東京

オリンピック等を踏
まえ外国人も保護対
象であることの明確

化 
 
国民保護に関する埼

玉県計画との整合 
県計画*1 

5 3 1 4  町の現況 第４章 町の概況 
第１節 地理的特徴 
本町は、埼玉県のほぼ中央部に位置し、周囲を河川に囲まれた

平坦地である。面積は、４１．６３㎢、東西距離は、１１．１

第４章 町の概況 
（１）位置及び面積 
北緯３６°００′００″ 東経１３９°３０′５５″ 海抜

１４．５ｍ 

時点修正及び記載方
法を変更 
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No. Page 編 章 節 項目名 新 旧 変更理由 

７㎞、南北距離は、７．９㎞となっており、平均標高は、１

４．５ｍとなっている。本町の境界は、北は市野川を境として
東松山市及び吉見町に接し、東は荒川を境として北本市・桶川
市及び上尾市に接している。南は入間川を境として川越市に接

し、西は越辺川を境として坂戸市に接している。地層は、第４
紀層沖積土をもって形成され、一望平坦地であり西部の中山地
区より東部の出丸地区まで１／１０００程度の緩慢な勾配が続

いている。 
第２節 社会的特性 
１ 人口 

 本町の人口は１９，３９８人、世帯数は７，２５５世帯（令
和２年国勢調査速報結果）となっており、近年の人口推移をみ
ると、増加傾向にあった人口が、平成１２年（２０００年）以

降、減少傾向になっている。また、令和３年（２０２２年）４
月１日現在の全体の人口に占める高齢化率は３５．７％となっ
ている。 

２ 道路 
 町の西部を旧国道２５４号及び国道２５４号、中央部に首都
圏中央連絡自動車道路及び県道平沼中老袋線・鴻巣川島線、北

部に県道日高川島線、そして、東部には川越栗橋線が縦横断及
び中央部を走る県道平沼中老袋線、鴻巣川島線と併せて、周辺
都市との連絡道路及び住民の生活道路としての役割を果たして

いる。 
３ 交通網 
 本町は、首都圏４５㎞という恵まれた立地ながら、交通はＪ

Ｒ高崎線と東武東上線を連絡する路線バスによるほかは、自主
的な交通手段に頼るしかないのが現状である。しかし、近年で
は交通網の整備により、生活の利便性は確保されており、特

に、川島インターチェンジの開通とインター周辺地区の開発に
より、町を取り巻く状況は大きく変化している。 

面積４１．７２㎢    東西 １１㎞ 南北 ８㎞（２）

人口及び世帯数（平成１７年国勢調査） 
  人口   ２２，９０６人（男 １１，４８８人 女 １
１，４１８人） 

  世帯数   ６，８０１世帯 
（３）地勢 
 本町は、関東平野の中央部、埼玉県のほぼ中央部に位置し、

周囲を河川に囲まれた平坦地である。本町の境界は、北は市野
川を境として東松山市及び吉見町に接し、東は荒川を境として
北本市・桶川市及び上尾市に接している。南は入間川を境とし

て川越市に接し、西は越辺川を境として坂戸市に接している。
地層は、第４紀層沖積土をもって形成され、一望平坦地であり
西部の中山地区より東部の出丸地区まで１／１０００程度の緩

慢な勾配が続いている。 
 町の西部を旧国道２５４号及び国道２５４号、中央部に首都
圏中央連絡自動車道路及び県道平沼中老袋線・鴻巣川島線、北

部に県道日高川島線、そして、東部には川島栗橋線が縦横断及
び中央部を走る県道平沼中老袋線、鴻巣川島線と併せて、周辺
都市との連絡道路及び住民の生活道路としての役割を果たして

いる。 
 本町は、首都圏４５㎞という恵まれた立地ながら、交通はＪ
Ｒ高崎線と東武東上線を連絡する路線バス及び町内を巡回する

バスよるほかは、自主的な交通手段に頼るしかないのが現状で
ある。しかし、近年では交通網の整備により、生活の利便性は
確保されており、特に、川島インターチェンジの開通とインタ

ー周辺地区の開発により、町を取り巻く状況は大きく変化して
きており、防災上からも新たな対応が必要になると思われる。 

6 5 1 5 1 町の責務 

 

 国資料（国民保護措
置の仕組み）及び国
民保護に関する埼玉

県計画との整合 
県計画*1 
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No. Page 編 章 節 項目名 新 旧 変更理由 

7 6 1 5 1 <参考 

１ 国の責務 

（２）国が実施する主な措置 

① 警報の発令、避難措置の指示 
② 武力攻撃事態等の情報の提供 
③ 救援の指示、応援の指示、安否情報の収集・提供 

④ 武力攻撃災害への対処に関する措置に係る指示 
⑤ 生活関連等施設の安全確保に関数する措置 
⑥ 放射性物質等を用いた攻撃（ＮＢＣ災害）により生ずる汚

染の拡大を防止するための措置 
⑦ 危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止するための措

置 

⑧ 生活関連物資等の価格の安定等国民生活の安定に関する措
置 

⑨ 武力攻撃災害の復旧に関する措置 

（２）国が実施する主な措置 

① 警報の発令 
② 武力攻撃事態等の情報の提供 
③ 避難措置の指示、救援の指示・支援 

④ 放射性物質等（ＮＢＣ災害）による汚染への対処 
⑤ 原子炉等による被害の防止 
⑥ 危険物質等に関する危険の防止 

⑦ 感染症等への対処 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 
県計画*1 

8 6 1 5 1 <参考> 
２ 県の責務 

（２）県が実施する主な措置 
① 警報の市町村長等への通知 

（２）県が実施する主な措置 
① 警報の市町村への通知 

国民保護に関する埼
玉県計画との整合 

県計画*1  

9 8 1 5 6 武力攻撃等の態

様と留意点 

第６節 武力攻撃等の態様と留意点 

１ 武力攻撃事態の特徴と留意点 

（１）着上陸侵攻の場合 

① 特徴 

ア 我が国に対して大規模な着上陸侵攻が直ちに行われる可能

性は低いと考えられるが、発生した場合、一般的に国民保護措

置を実施すべき地域が広範囲になるとともに、その期間も比較

的長期に及ぶことが予想される。また、敵国による船舶、戦闘

機の集結の状況、我が国へ侵攻する船舶等の方向等を勘案し

て、武力攻撃予測事態において住民の避難を行うことも想定さ

れる。 

イ 着上陸侵攻の場合、それに先立ち航空機や弾道ミサイルに

よる攻撃が実施される可能性が高いと考えられる。 

ウ 主として、爆弾、砲弾等による家屋、施設等の破壊、火災

等が考えられ、危険物施設など、攻撃目標となる施設の種類に

よっては、二次被害の発生が想定される。 

② 留意点 

事前の準備が可能であり、戦闘が予想される地域から先行して

避難させるとともに、広域避難が必要となる。広範囲にわたる

武力攻撃災害が想定され、武力攻撃が集結した後の復旧が重要

な課題となる。 

（２）ゲリラや特殊部隊による攻撃の場合 

① 特徴 

ア 県警察、自衛隊等による監視活動等により、その兆候の早

期発見に努めることとなるが、敵国もその行動を秘匿するため

あらゆる手段を行使することが想定されることから、事前にそ

 国民保護に関する埼
玉県計画との整合 

(武力攻撃等の態様
と留意点について、
関係があるため、第

６節 追加) 
県計画*1 
 

基本方針の変更

（H29.12）に伴う表

現の適正化 

 



 

「国民保護に関する川島町計画」新旧対照表                                       - 4 - 
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の活動を予測あるいは察知できず、突発的な被害が生ずること

も考えられる。そのため、本町においても、四方を河川に囲ま

れていることから、橋梁にたいする注意が必要である。 

イ 少人数のグループにより行われるため使用可能な武器も限

定されることから、主な被害は施設の破壊等が考えられる。し

たがって、被害の範囲は比較的狭い範囲に限定されるのが一般

的であるが、攻撃目標となる施設の種類によっては、二次被害

の発生も想定され、例えば危険物施設が攻撃された場合には、

被害の範囲が拡大するおそれがある。また、汚い爆弾（以下

「ダーティボム」という。）が使用される場合も考えられる。 

② 留意点 

ゲリラや特殊部隊の危害が住民に及ぶおそれがある地域におい

ては、市町村（消防機関を含む）と県、県警察、自衛隊が連携

し、武力攻撃の態様に応じて攻撃当初は屋内に一時避難させ、

その後関係機関が安全の措置を講じつつ適当な避難地に移動さ

せる等適切な対応を行う。事態の状況により、知事は緊急通報

を発令し、市町村長又は知事は、退避の指示又は警戒区域の設

定などの措置を行う必要がある。 

（３）弾道ミサイル攻撃の場合 

① 特徴 

ア 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射された段階で

攻撃目標を特定することは極めて困難である。さらに、極めて

短時間で我が国に着弾することが予想され、弾頭の種類（通常

弾頭であるのか、ＮＢＣ弾頭であるか）を着弾前に特定するこ

とは困難であるとともに、弾頭の種類に応じて、被害の様相及

び対応が大きく異なる。 

イ 通常弾頭の場合には、ＮＢＣ弾頭の場合と比較して被害は

局限化され家屋施設等の破壊、火災等が考えられる。 

② 留意点 

弾道ミサイルは発射後短時間で着弾することが予想されるた

め、迅速な情報伝達体制と適切な対応によって被害を局限化す

ることが重要である。そのため、県及び市町村は弾道ミサイル

発射時に住民に適切な避難行動をとることができるよう、国と

連携し全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情報伝

達および弾道ミサイル落下時の行動について平素から周知に努

めるものとする。通常弾頭の場合には、屋内への避難や消火活

動が中心となる。ＮＢＣ弾頭の場合には、屋内への避難や消火

活動が中心となる。ＮＢＣ弾頭の場合も、屋内への避難が基本

となるが、必要に応じて目張りなど特別な対応が必要となる場
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合がある。また、情報の収集に努め、安全が確認されるまで、

屋外に移動することを避ける必要がある。 

（４）航空攻撃の場合 

① 特徴 

ア 弾道ミサイル攻撃の場合に比べ、その兆候を察知すること

は比較的容易であるが、対応の時間が少なく、また攻撃目標を

特定することが困難である。 

イ 航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なる

が、その威力を最大限に発揮することを敵国が意図すれば、都

市部が主要な目標となることも予想される。また、ライフライ

ンのインフラ施設が目標となることもあり得る。 

ウ 航空攻撃はその意図が達成されるまで繰り返し行われるこ

とも考えられる。 

エ 通常爆弾の場合には、家屋、施設等の破壊、火災等が考え

られる。 

② 留意点 

攻撃目標を早期に判定することは困難であることから、攻撃の

目標地を限定せずに地下室等屋内への避難等の避難処置を広範

囲に指示する必要がある。生活関連等施設に対する攻撃のおそ

れがある場合は、被害が拡大するおそれがあるため、特に当該

生活関連等施設の安全確保、武力攻撃災害の発生・拡大の防止

等の措置を実施する必要がある。 

２ 緊急対処事態 

（１）攻撃対象施設等による分類 

① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行わ

れる事態 

ア 事態例 

（ア）可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

（イ）ダムの破壊等 

イ 留意点 

（ア）可燃性ガス貯蔵施設が攻撃を受けた場合の主な被害 

爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに、建

物、ライフライン等が発災し、社会経済活動に支障が生ずる。 

（イ）ダムが破壊された場合の主な被害 

ダムが破壊された場合には、下流に及ぼす被害は多大なものと

なる。 

② 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が

行われる事態 

ア 事態例 
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（ア）大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破 

（イ）列車等の爆破 

イ 留意点 

大規模集客施設、ターミナル駅等で爆破が行われた場合、爆破

による人的被害が発生し、施設が崩壊した場合には人的被害は

多大なものとなる。 

（２）攻撃手段による分類 

① 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行わ

れる事態 

ア 事態例 

（ア）ダーティボム等の爆発による放射能の拡散 

（イ）炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布 

（ウ）市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布 

（エ）水源地に対する毒素等の混入 

イ 留意点 

（ア）放射能の拡散 

ダーティボムの放射線によって正常な細胞機能がかく乱される

と、後年、ガンを発症することもある。 

小型核爆弾の特徴については、核兵器の特徴と同様である。 

（イ）生物剤（毒素を含む）による攻撃 

生物剤は、人に知られることなく散布することが可能であり、

また発症するまでの潜伏期間に感染者が移動することにより、

生物剤が散布されたと判明したときには、既に被害が拡大して

いる可能性がある。 

（ウ）化学剤による攻撃 

一般に化学剤は、地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡

散し、空気より重いサリン等の神経剤は下をはうように広が

る。 

生物剤に同じく目に見えず拡散するが、被害が短時間で発生す

る。 

② 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃が行われる事態 

ア 事態例 

（ア）航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 

（イ）弾道ミサイル等の飛来 

イ 留意点 

主な被害は施設の破壊に伴う人的被害であり、施設の規模によ

って被害の大きさが変わる。 

攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺への被害も予想され

る。 
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10 13 

 

2   平常時における

準備編 

武力攻撃事態等が発生した場合、町民を迅速かつ的確に避難さ

せ救援していくためには、関係機関が武力攻撃等に関する情報

を共有化し、速やかに実施体制を立ち上げ、一体となってそれ

ぞれの役割分担の下に国民保護のための措置を実施していくこ

とが必要である。このため、町は、県や国、他の市町村、指定

公共機関、指定地方公共機関等の関係機関との連携体制、町民

との協力関係、緊急物資の備蓄等について平時から十分整備す

る。 

武力攻撃事態等が発生した場合、町民を迅速かつ的確に避難さ

せ救援していくため、町は、県や国、他の市町村、指定公共機

関、指定地方公共機関等の関係機関との連携体制、町民との協

力関係、緊急物資の備蓄等について平時から十分整備する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 
 

県計画*1 

11 13 2 1 1 通信の確保 また、町は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）及び緊

急情報ネットワーク（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な管理・運用に努

め、通信体制の整備等通信の確保に努めるものとする。 

また、町は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）の導

入、緊急情報ネットワーク（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な運用に努

め、通信体制の整備等通信の確保に努めるものとする。 

現状に合わせた表現

の適正化（Ｊアラー

トの導入は完了して

いるため） 

12 14 2 2 3 職員の指定と伝

達手段の整備 

なお、部長、現地対策本部長に充てられる者には、伝達手段と

して、携帯電話等を利用し、その他の職員には必要に応じて伝

達手段の整備を進める。 

なお、部長、現地対策本部長に充てられる者には、伝達手段と

して、携帯電話、防災行政無線の貸与を進め、その他の職員に

は必要に応じて伝達手段の整備を進める。 

現状に合わせた表現

の適正化（携帯電話

等を利用するため） 

13 15 2 2 6 町対策本部等の

設置場所 

第６節 町対策本部等の設置場所 

 町庁舎が武力攻撃等によって使用できない場合や、危険物施

設が接近してる等の状況に備えて、あらかじめ複数の施設を町

対策本部等として指定しておく。 

 町対策本部等の設置

について、記載がな

かったため追加 

14 15 2 3  警報の住民への

周知 

（１）町は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）や緊急

情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な運用と既

存の情報伝達手段との新たな連携を進めるとともに、情報伝達

手段の多重化を推進するように努める。 

また、防災行政無線の放送や広報車の使用、自治会組織を経

由した伝達等、住民への警報の周知方法について、あらかじめ

複数の方法を定め、広報紙等により住民に周知する。 

（２）町は、地域におけるケーブルテレビ会社と、警報の緊急

放送に関して調整を図るよう努める。 

 町は、防災行政無線の放送や広報車の使用、自治会組織を経

由した伝達等、住民への警報の周知方法について、あらかじめ

複数の方法を定め、広報紙等により住民に周知する。 

現状に合わせた表現

の適正化（消防庁通

知（Ｊアラートの情

報伝達の連携及び多

重化推進）との整合

を図るため） 

15 15 2 4 1 避難の指示の伝

達 

第１節 避難の指示の伝達 

 国の対策本部長は、警報を発令した場合において、住民の避

難が必要であると認めるときには、要避難地域及び避難先地域

を管轄する都道府県知事に避難措置を指示する。 

 知事は、避難経路、交通手段等を明示して市町村長を通じ住

民に避難を指示する。 

 町長は、直ちに避難実施要領を定め、職員（消防を含む）を

指揮して避難住民を誘導する。また、避難住民を誘導するため

必要があると認めるときには、警察署長又は出動等を命ぜられ

た自衛隊の部隊等の長に対し、警察官、自衛官による避難住民

の誘導を行うよう要請するものとする。 

 国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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 このため、県及び町は、警報の場合に準じて、避難の指示の

確実な伝達体制の整備を進めるものとする。 

※以降、第１節追加による節の修正 

16 15 2 4 2.1 モデル避難実施

要領に盛り込む

基本的な事項 

なお、実施要領に定める基本的な事項は次のとおりとし、自ら

避難することが困難な要配慮者の避難方法、発生時期（季節）

や交通渋滞の発生状況等について配慮する。 

なお、実施要領に定める基本的な事項は次のとおりとし、自

ら避難することが困難な災害時要援護者の避難方法、発生時期

（季節）や交通渋滞の発生状況等について配慮する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

17 16 2 4 2.2. 

(1) 

（１）着上陸侵

攻からの避難 

③ 避難住民の誘導にあたっては、避難誘導、移動中における

食料等の配給、要配慮者等の避難の援助などについて、必要に

応じ、住民に協力を要請する。 

③ 避難住民の誘導に当たっては、避難誘導、移動中における

食料等の配給、災害時要援護者等の避難の援助などについて、

必要に応じ、住民に協力を要請する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

18 16 2 4 2.2. 

(2).

① 

（２）弾道ミサ

イル攻撃からの

避難 

① 着弾前 

弾道ミサイルによる攻撃は、着弾前に弾頭の種類を特定する

ことは極め困難である。また、極めて短時間に避難を行う必要

がある。このため、当初は屋内避難が指示されることから、警

報と同時に住民をできるだけ、近傍のコンクリート造り等の堅

ろうな施設や建築物の地階等の地下施設等に避難させる。住民

は日頃から自らの行動範囲にどのような避難場所があるのか把

握しておくものとする。 

攻撃を受けた時の状態に応じて以下の留意事項を避難実施要領

に盛り込むものとする。 

弾道ミサイルによる攻撃は、着弾前に弾頭の種類を特定する

ことは極め困難である。また、極めて短時間に避難を行う必要

がある。このため、当初は屋内避難が指示されることから、警

報と同時に住民をできるだけ近傍のコンクリート造り等の堅牢

な施設等に避難させる。住民は日頃から自らの行動範囲にどの

ような避難場所があるのか把握しておくものとする。 

攻撃を受けた時の状態に応じて以下の留意事項を避難実施要領

に盛り込むものとする。 

表現の適正化 

19 16 2 4 2.2. 

(2).

① 

（２）弾道ミサ

イル攻撃からの

避難 

① 着弾前 

ア 屋外にいる場合 

（ア）直ちに堅ろうな建物や地下に逃げこむこと。その際、ガ

ラスの破片による被害が最も少ない場所を選ぶこと。 

ア 屋外にいる場合 

（ア）直ちに堅牢な建物や地下に逃げこむこと。その際、ガラ

スの破片による被害が最も少ない場所を選ぶこと。 

表現の適正化 

20 16 2 4 2.2. 

(2). 

① 

（２）弾道ミサ

イル攻撃からの

避難 

① 着弾前 

イ 屋内にいる場合 

（ア）鉄筋コンクリートなど堅ろうな場所であることを確認す

る。そうでない場合には、いったん外に出て、より堅ろうな建

物や地下に避難する。 

イ 屋内にいる場合 

（ア）鉄筋コンクリートなど堅牢な場所であることを確認す

る。そうでない場合には、いったん外に出て、より堅牢な建物

や地下に避難する。 

表現の適正化 

21 17 2 4 2.2. 

(2). 

①. 

（２）弾道ミサ

イル攻撃からの

避難 

① 着弾前 

・ 車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所（や

むを得ず道路上に駐車して避難するときは、できるだけ道路の

左側）に駐車し、キーをつけたままドアはロックしないこと。 

・ 車を乗り捨てる必要がある場合には、キーをつけたままロ

ックせずに放置する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 
 

県計画*1 

22 18 2 4 2.2. 

(2). 

②. 

（２）弾道ミサ

イル攻撃からの

避難 

② 着弾後 

（ア）攻撃が行われた場所又はそのおそれがある場所から直ち

に離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は感染のおそれ

のない安全な地域に避難する。 

（ア）攻撃が行われた場所又はそのおそれがある場所から直ち

に離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は感染のおそれ

のない安全な地域に避難させる。 

表現の適正化 

23 19 2 4 2 <避難実施要領の

作成パターンに

ついて> 

 
            類 型 

項 目 

着上陸侵攻 

からの避難 

ゲリラや特殊部隊         

等からの避難        

航空攻撃からの避難 

兆候がある場合 兆候がない場合 

 ・攻撃が大規模であり ・秘匿した行動を取る ・避難が長期化し、広 ・対応時間が短く使用

 
       類 型 

項 目 

着上陸侵攻 

からの避難 

ゲリラや特殊部隊         

等からの避難        

航空攻撃からの避難 

兆候がある場合 兆候がない場合 

 ・攻撃が大規模であり ・秘匿した行動を取る ・着上陸侵攻と同じ ・対応時間が短く使用

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 
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攻撃の特徴 

広範囲で長期化する傾

向がある。 

・着上陸侵攻に先立

ち、空爆や弾道ミサイ

ル攻撃が行われること

がある。 

 

ため、事前の兆候を察

知することが困難であ

る。 

・政治経済の中枢やダ

ム、鉄道など重要施設

が標的となる可能性が

高い。 

範囲にわたる可能性が

ある。 

される弾頭により被害

の状況が異なるのは弾

道ミサイル攻撃の場合

と同様である。 

 

避難時間 

・事前の準備が可能で

あり、避難時間に余裕

がある。 

・短時間で被害が発生

することが考えられ、

避難時間はあまりな

い。 

・事前の準備が可能で

あり、避難時間に余裕

がある。 

・短時間で被害が発生

することが考えられる

ため、避難時間はあま

りない。 

 

 

避難実施要領      

に盛り込む      

べ き 内 容      

・広域的、長期的な避

難方法について盛り込

む。 

・攻撃当初は屋内に避

難させ、その後関係機

関と協力して安全措置

を講じつつ、適当な避

難地に移動させる。 

・着上陸侵攻に準じ

て、広域的、長期的な

避難方法について盛り

込む。 

・弾道ミサイル攻撃か

らの避難の場合に準じ

て、避難方法について

盛り込む。 

 

 

 

 

攻撃の特徴 

広範囲で長期化する傾

向がある。 

・着上陸侵攻に先立

ち、空爆や弾道ミサイ

ル攻撃が行われること

がある。 

 

ため、事前の兆候を察

知することが困難であ

る。 

・政治経済の中枢やダ

ム、鉄道など重要施設

が標的となる可能性が

高い。 

く、大規模な侵攻が行

われる。 

される弾頭により被害

の状況が異なるのは弾

道ミサイル攻撃の場合

と同様である。 

 

避難時間 

・事前の準備が可能で

あり、避難時間に余裕

がある。 

・短時間で被害が発生

することが考えられ、

避難時間はあまりな

い。 

・事前の準備が可能で

あり、避難時間に余裕

がある。 

・短時間で被害が発生

することが考えられる

ため、避難時間はあま

りない。 

 

 

避難実施要領      

に盛り込む      

べ き 内 容      

・広域的、長期的な避

難方法について盛り込

む。 

・ゲリラの活動区域を

特定し、退避の指示を

行う。 

・攻撃当初は屋内に避

難させ、その後関係機

関と協力して安全措置

を講じつつ、適当な避

難地に移動させる。 

・着上陸侵攻に準じ

て、広域的、長期的な

避難方法について盛り

込む。 

・弾道ミサイル攻撃か

らの避難の場合に準じ

て、避難方法について

盛り込む。 

 

 

県計画*1 

24 20 2 4 3 避難人数の把握 ２ 要配慮者の把握 

 （１）病院入院患者数と社会福祉施設入所者数について 

 町は、病院入院患者数及び社会福祉施設入所者数の把握に努

める。 

 （２）在宅の要配慮者について 

 町は、在宅の要配慮者の状況や緊急連絡先の把握に努める。 

  （３）外国人の人数等について 

 町は、管内の外国人の人数（言語別）の把握に努める。 

２ 災害時要援護者の把握 

 （１）病院入院患者数と社会福祉施設入所者数について 

 町は、病院入院患者数及び社会福祉施設入所者数の把握に努

める。 

 （２）在宅の災害時要援護者について 

 町は、在宅の災害時要援護者の状況や緊急連絡先の把握に努

める。 

  （３）外国人の人数等について 

 町は、管内の外国人の人数（言語別）の把握に努める。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

25 20 2 4 4.1 住民への周知方

法、周知内容 

 （１）住民への周知方法 

 ① 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）と既存の情報

伝達手段との新たな連携を進めるとともに、情報伝達手段の多

重化を推進するよう努めるものとする。また、防災行政無線の

放送や広報車の使用、自治会組織を経由した伝達等、住民への

避難の指示の周知方法について、あらかじめ複数の方法を定

め、広報紙等により住民に周知する。 

 ② 地域におけるケーブルテレビ会社と、警報の緊急放送に

関して調整を図るよう努める。 

 （１）住民への周知方法 

 町は、あらかじめ防災行政無線の放送や広報車の使用、自治

会組織を経由した伝達等、住民への避難の指示の周知方法につ

いて、あらかじめ複数の方法を定め、広報紙等により住民に周

知する。 

現状に合わせた表現

の適正化（消防庁通

知（Ｊアラートの情

報伝達の連携及び多

重化推進）との整合

を図るため） 

 

基本方針の変更

（H29.12）に伴う表

現の適正化 

 

26 20 2 4 4.1 住民への周知方

法、周知内容 

 

 （２）要配慮者への周知方法 

① 病院、社会福祉施設利用者への周知方法等 

 町は、管轄する地域の病院及び社会福祉施設の管理者と協議

の上、あらかじめ避難の周知方法について定めておく。 

 また、病院及び社会福祉施設の管理者は、入院患者、入所者

等利用者に対して迅速かつ的確な周知が行われるよう体制を整

備するよう努める。 

 （２）災害時要援護者への周知方法 

      ①  病院、社会福祉施設利用者への周知方法等 

 町は、管轄する地域の病院及び社会福祉施設の管理者と協議

の上、あらかじめ避難の周知方法について定めておく。 

 また、病院及び社会福祉施設の管理者は、入院患者、入所者

等利用者に対して迅速かつ的確な周知が行われるよう体制を整

備するよう努める。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 
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② 在宅の要配慮者への周知方法 

 町は、在宅の要配慮者に対し、迅速かつ的確な周知が行われ

るよう、自治会、自主防災組織と協力した連絡体制を整備す

る。 

③ 外国人への周知方法 

 町は、外国語の原稿による市町村防災行政無線での放送や広

報車での広報、掲示板の設置等について準備しておくととも

に、外国人住民への避難の周知方法について明らかにしてお

く。 

② 在宅の災害時要援護者への周知方法 

 町は、在宅の災害時要援護者に対し、迅速かつ的確な周知が

行われるよう、自治会、自主防災組織と協力した連絡体制を整

備する。 

③ 外国人への周知方法 

 町は、外国語の原稿による市町村防災行政無線での放送や広

報車での広報、掲示板の設置等について準備しておくととも

に、外国人住民への避難の周知方法について明らかにしてお

く。 

27 21 2 4 4.1 住民への周知方

法、周知内容 

 

（４）情報伝達手段の多重化・多様化の促進 

町は、住民に対して避難の指示の周知を図るため、国及び県と

協力して情報伝達手段の多重化・多様化の促進を図っていくも

のとする。 

（４）情報通信機器の活用 

町は、住民に対して避難の指示の周知を図るため、国及び県と

協力して情報通信機器を活用した新たなシステムの整備を進め

る。 

現状に合わせた表現

の適正化（消防庁通

知（Ｊアラートの情

報伝達の連携及び多

重化推進）との整合

を図るため） 

28 21 2 4 6.1 避難施設の指定

への協力 

 

 県の避難施設の指定に際し、避難施設に住民を可能な限り受

け入れることができるよう、それぞれの施設の収容人数を把握

し、一定の地域に施設が偏ることがないように指定するととも

に、できるだけ多くの避難施設の確保に努めることとなってる

ことから、町は、県が行う以下の指定要件を満たす避難施設の

指定に対して協力するものとする。 

【避難施設の指定要件】 

（１）公園、広場その他の公共施設又は学校、公民館、駐車

場、地下街その他の公益的施設であること。 

（２）爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難

場所として、コンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下街、

地下駅舎等の地下施設であること。 

（３）避難住民等を受け入れ、又はその救援を行うために必要

かつ適切な規模のものであること。 

（４）物資等の搬入・搬出及び避難住民等の出入りに適した構

造を有するものであること。 

（５）危険物質等の取扱所に隣接した場所、急傾斜地等に立地

する施設でないこと。 

（６）車両その他の運搬手段による運送が比較的容易な場所に

あるものであること。 

 

 また、施設管理者が、当該施設を廃止し、又は用途の変更、

改築等により以下の基準に該当する重要な変更を加え県に届け

出る時には、町を経由する。 

 町は、県の避難施設の指定に協力する。 

また、多数の避難住民の受け入れにあたっては、指定している

避難施設だけでは容量が不足すると考えられることから、福祉

施設等の受入れ可能な施設を把握し、県と連携してこれらの施

設管理者と避難住民受入れの協力関係を構築するよう努める。 

また、施設管理者が、当該施設を廃止し、又は用途の変更、改

築等により以下の基準に該当する重要な変更を加え県に届け出

る時には、町を経由する。 

 

【届出が必要な施設改築基準】 

当該施設の避難住民等の受入れ又は救援の用に供すべき部分の

総面積の１０分の１以上の面積の増減を伴う変更とすること。 

 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

 

県計画*1  

 

基本方針の変更

（H29.12）に伴う表

現の適正化 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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【届出が必要な施設改築基準】 

当該施設の避難住民等の受入れ又は救援の用に供すべき部分

の総面積の１０分の１以上の面積の増減を伴う変更とするこ

と。 

 

29 22 2 4 7.1 交通手段選択の

基本方針 

 避難の交通手段については、バス・徒歩を基本とする。自家

用自動車の使用については、地域的特性や避難時間の長短を考

慮して使用を認める。 

  なお、要配慮者の移動に関しては、必要に応じて自家用自動

車、町の公用車等を使用できるものとする。 

  町は、こうした基本方針に基づき、避難の交通手段について

避難実施要領に定め、住民に周知する。 

 避難の交通手段については、バス・徒歩を基本とする。自家

用自動車の使用については、原則禁止とするが、地域的特性や

避難時間の長短を考慮して使用を認める。 

  なお、災害時要援護者の移動に関しては、必要に応じて自家

用車、町の公用車等を使用できるものとする。 

  町は、こうした基本方針に基づき、避難の交通手段について

避難実施要領に定め、住民に周知する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 P37 

30 23 2 4 7.2 交通手段の確保

方法 

 （３）町が保有する車両 

   町は、その保有するバスなど、避難住民の運送に使用でき

る車両についてあらかじめ定める。 

 なお、使用できる車両は、要配慮者の運送手段に優先的に利

用する。 

 （３）町が保有する車両 

   町は、その保有するバス及び福祉用車両など、避難住民の

運送に使用できる車両についてあらかじめ定める。 

 なお、使用できる車両は、災害時要援護者の運送手段に優先

的に利用する。 

現状に合わせた修正 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

31 23 2 4 7.2 交通手段の確保

方法 

 （４）要配慮者への配慮 

 バス等の避難用車両については、高齢者、障がい者、傷病者

等に配慮した機能を有するものを、できる限り使用する。 

 （４）災害時要援護者への配慮 

 バス等の避難用車両については、高齢者、障害者、傷病者等

に配慮した機能を有するものを、できる限り使用する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

32 23 2 4 8 避難候補路の選

定 

第８節 避難候補路の選定 第７節 避難路の選定  

33 23 2 4 9 避難住民の運送

順序 

  避難住民の運送は、次の順序で行うものとする。 

  １ 重病者、重傷者、障がい者、妊産婦 

  避難住民の運送は、次の順序で行うものとする。 

  １ 重病者、重傷者、障害者、妊産婦 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

34 24 2 4 12 被災者に対する

住宅供給対策 

武力攻撃災害等の発生時には家屋の倒壊、焼失等により、家屋

を失い自らの住宅を確保できない多くの被災者が発生すること

が予想される。 

そのため、町は、県があらかじめ定めた「被災者住宅供給計

画」に基づき、被災者に対する住宅供給対策についてあらかじ

め定める。 

なお、その際には、高齢者や障がい者等の要支援者対策につい

て配慮する。 

１ 応急仮設住宅等建設予定地の選定 

建設予定地にちては、主に以下の基準により選定する。 

武力攻撃災害等の発生時には家屋の倒壊、焼失等により、家屋

を失い自らの住宅を確保できない多くの被災者が発生すること

が予想される。 

そのため、町は、県があらかじめ定めた「被災者住宅供給計

画」に基づき、被災者に対する住宅供給対策についてあらかじ

め定める。 

なお、その際には、高齢者や障害者等の災害時要援護者対策に

ついて配慮する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 
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【選定する基準】 

（１）飲料水が得やすい場所 

（２）保健衛生上適当な場所 

（３）交通の便を考慮した場所 

（４）居住地域と隔離していない場所 

建設予定地は原則として県有地、町有地とするが、状況によ

り私有地に設置しようとする場合には、地権者等との間に協定

を結ぶなどの方法を講じておくものとする。 

２ 資機材の調達・人員の確保等町は、建設業関係団体との間

に、応急仮設住宅用資機材等の調達が円滑に進むように武力攻

撃事態等における協力関係を定めた協定を締結するよう努め

る。 

また、町は、建設業関係団体との間に、応急仮設住宅用資機材

等の調達が円滑に進むように武力攻撃事態等における協力関係

を定めた協定を締結するよう努める。 

35 25 2 5 1.1 備蓄する緊急物

資の種類・数量 

町は、食料、生活必需品等必要な物資の備蓄、飲料水の供給

体制の確立に努めることとするが、多数の避難住民が長期間に

わたり避難することも予想され、行政機関だけの取り組みには

限界があり、町民自らの取り組みが必要である。 

このため、備蓄にあたっては、県、町、町民がそれぞれ備蓄

を充実していくとともに、町は、生産・流通・保管事業者等と

物資調達に関し協定を締結するなど、物資の確保に努める。 

町は、食料、生活必需品等必要な物資の備蓄、飲料水の供給

体制の確立に努めることとするが、多数の避難住民が長期間に

わたり避難することも予想され、行政機関だけの取り組みには

限界があり、町民自らの取り組みが必要である。 

このため、備蓄にあたっては、町、町民がそれぞれ備蓄を充

実していくとともに、町は、生産・流通・保管事業者等と物資

調達に関し協定を締結するなど、物資の確保に努める。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

36 26 2 6 2.1 物資集積地の決

定及び受入れ情

報提供場所の選

定 

○ 大規模施設（さいたまスーパーアリーナ、埼玉スタジアム

２００２） 

○ 大規模施設（さいたまスーパーアリーナ、さいたまスタジ

アム２００２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 



 

「国民保護に関する川島町計画」新旧対照表                                       - 13 - 

 

No. Page 編 章 節 項目名 新 旧 変更理由 

37 27 2 7  医療体制の整備  

 

 

 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

38 28 2 7 1.2 各機関の初期医

療体制 

２ 各機関の初期医療体制 

（１）初期医療活動を行う組織と役割 

  武力攻撃災害時に初期医療を行う組織と役割は次のとおり

である。 

 

① 連絡窓口等の把握 

各機関は、あらかじめ連絡窓口を定め、相互に把握しておくと

ともに、要請等の手続について決定しておくものとする。 

② 救護班の編成・出動手順の策定 

２ 救護班の編成等 

（１）救護班の編成 

① 救護班の編成・出動手順の策定 

町は、あらかじめ県（保健所）、医師会、歯科医師会、薬剤師

会、看護協会、各地域の公的医療機関等と協議し、事前に以下

の項目について定めておくものとする。 

ア 救護班の編成方法 

イ 救護班の出動手順 

ウ 救護班の行う業務内容（トリアージの実施、傷病者への応

急処置、助産等） 

② 連絡窓口等の把握 

町は、あらかじめ関係機関の連絡体制を把握するとともに、要

請等の手続について定める。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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救護班を編成し派遣する等する機関は、あらかじめ県、市町

村、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、各地域の公的

医療機関等と協議し、事前に以下の項目について定めておくも

のとする。 

ア 救護班の編成方法 

イ 救護班の出動手順 

ウ 救護班の行う業務内容（トリアージの実施、傷病者への応

急処置、助産等） 

（２）医療救護所設置及び運営について 

県及び市町村は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

各地域の公的医療機関などと協議し、事前に以下の項目につい

て定めておくものとする。 

① 救護所の設置場所 

② 救護所の運営方法 

③ 救護所で使用する備蓄医薬品の種類及び数量の確保方法 

（３）日本赤十字社埼玉県支部との協力体制の構築 

被災者を救護するため、直ちに医療救護班を現地に派遣する体

制を整備している日本赤十字社は、武力攻撃災害発生時におい

ても重要な役割を担っている。 

このため、県は、救援及び応援の実施に関し必要な業務を日本

赤十字社に委託するため、武力攻撃事態等における医療救護班

の業務内容等に関して、委託契約を締結しておくものとする。 

39 

 

29 2 7 1.3 ＮＢＣ災害への

対処体制の整備 

３ ＮＢＣ災害への対処体制の整備 

核、生物、化学物質を使用したＮＢＣ攻撃の場合には、特殊な

治療を必要とする負傷者等が多数発生する事態が予想されるた

め、以下の事項に留意の上、各機関は体制の整備を進めること

とする。 

（１）ＮＢＣ災害対処資機材の整備、知識の習得 

武力攻撃の中でも特にＮＢＣ兵器による武力攻撃災害が発生し

た場合には、各機関は特殊な装備をもって現場に臨む必要があ

る。 

このためＮＢＣ災害に対処できる資機材の整備に努めるととも

に、毒性物質（サリン等）の効果、効用等について知識の習得

に努める。 

（２）自衛隊、警察官、国の専門研究機関等との連携体制の整

備 

各機関は、ＮＢＣ災害等に関し、自衛隊や県警察、国の専門研

究機関との連携に努め、武力攻撃災害発生時における資機材の

３ ＮＢＣ災害への対処体制の整備 

核、生物、化学物質を使用したＮＢＣ攻撃の場合には、特殊な

治療を必要とする負傷者等が多数発生する事態が予想されるた

め、町はＮＢＣ災害に対応できる資機材の整備に努めるととも

に、毒性物質の効果、効用等について知識の習得に努める。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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応援や専門職員の派遣について事前に協議すうなど、連携体制

の整備に努める。 

なお、各機関の対応能力を超えると判断される場合には、県は

自衛隊に派遣を要請する。このため、連絡先と派遣の要請手順

について把握しておくものとする。 

40 30 2 7 3.4 保健衛生体制の

整備 

４ 埋・火葬対

策 

 

大規模な武力攻撃災害が発生した時には、柩等火葬資材の不足

や火葬場の処理能力を超える死体処理の発生など、個々の市町

村や県だけでは対応できないことが考えられる。 

このため町は、埋・火葬救援対策を適切に実施するため、県の

定めた「埼玉県広域火葬実施要領」に基づき、次の対策を講じ

る。 

（１）遺体の搬送について、あらかじめ葬祭業者等と協議す

る。 

（２）近隣市町の火葬場経営者と、死体の火葬に関して協定等

を締結する。 

（３）墓地経営許可区域及び納骨堂を把握する。 

 

【関連資料】 県内火葬場一覧 

【関連資料】 埼玉県広域火葬実施要領 

大規模な武力攻撃災害が発生した時には、柩等火葬資材の不足

や火葬場の処理能力を超える死体処理の発生など、個々の市町

村や県だけでは対応できないことが考えられる。 

このため町は、埋・火葬救援対策を適切に実施するため、県の

定めた「広域火葬計画」に基づき、次の対策を講じる。 

（１）遺体の搬送について、あらかじめ葬祭業者等と協議す

る。 

（２）近隣市町村の火葬場経営者と、死体の火葬に関して協定

等を締結する。 

（３）墓地経営許可区域及び納骨堂を把握する。 

 

【関連資料】 県内火葬場一覧 

現状に合わせた表現

の適正化 

 

埼玉県広域火葬実施

要領 

41 32 2 11  訓練の実施等 武力攻撃事態等において、警報や避難の指示の伝達、救援等の

様々な国民保護措置を迅速かつ的確に実施していくためには、

国、県、市町村、指定公共機関、指定地方公共機関等が連携し

ていかなければならない。 

そのため、これらの関係機関が共同して、国民保護措置につい

て訓練を行うよう努める。 

 訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、ＮＢＣ攻

撃等により発生する武力攻撃災害への対応訓練、広域にわたる

避難訓練等武力攻撃事態等に特有な訓練等について、人口密集

地を含む様々な場所や想定で行うとともに、実際に資機材や

様々な情報伝達手段を用いるなど実践的なものとするよう努め

るものとする。 

なお、こうした訓練は、災害対策基本法に定める防災訓練と

の連携が図られるように配慮する。 

  さらに、多数の避難住民を受け入れる場合を考慮し、近隣の

市町村や関係機関と連携して、実践的な訓練を行うよう努め

る。 

武力攻撃事態等において、警報や避難の指示の伝達、救援等の

様々な国民保護措置を迅速かつ的確に実施していくためには、

国、県、市町村、指定公共機関、指定地方公共機関等が連携し

ていかなければならない。 

そのため、これらの関係機関が共同して、国民保護措置につい

て訓練を行うよう努める。 

なお、こうした訓練は、災害対策基本法に定める防災訓練との

連携が図られるように配慮する。 

  さらに、多数の避難住民を受け入れる場合を考慮し、近隣の

市町村や関係機関と連携して、実践的な訓練を行うよう努め

る。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1  

 

基本方針の変更

（H29.12）に伴う表

現の適正化 

 

42 33 2 11 2.2 学校、病院、社

会福祉施設等の

救助、避難誘導

（２）各施設の管理者は、その職員の災害対応能力等を向上

し、要配慮者、施設利用者の安全を確保するため、警察・消防

（２）各施設の管理者は、その職員の災害対応能力等を向上

し、災害時要援護者、施設利用者の安全を確保するため、警

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正
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マニュアルの作

成、訓練等 
機関等の関係機関と連携して、定期的に訓練を実施してマニュ

アルの検証を行い、必要な見直しを行うよう努めるものとす

る。 

察・消防機関等の関係機関と連携して、定期的に訓練を実施し

てマニュアルの検証を行い、必要な見直しを行うよう努めるも

のとする。 

を踏まえた用語の変

更 

43 34 2 12 2 自主防災組織と

の協力関係の構

築 

 

【町が実施する支援等】 

１ 自主防災組織の結成促進 

結成への指導 

２ 自主防災組織の育成 

リーダー研修の実施、訓練への支援等 

３ 活動のための環境整備 

資機材の整備補助、訓練用の場所の貸与等 

４ 組織の活性化の促進 

助言・指導、先進団体の取組の紹介等 

【自主防災組織に協力を求める事項】 

１ 住民の避難に関する訓練への参加 

２ 避難住民の誘導への協力 

３ 救援への協力 

４ 消火、負傷者の搬送、被災者の救助等への協力 

５ 保健衛生の確保への協力 

〔町が実施する支援等〕 

（１）自主防災組織の結成促進 

結成への指導 

（２）自主防災組織の育成 

リーダー研修の実施、訓練への支援等 

（３）活動のための環境整備 

資機材の整備補助、訓練用の場所の貸与等 

（４）組織の活性化の促進 

助言・指導、モデル組織の設置への助成等 

【自主防災組織に協力を求める事項】 

① 住民の避難に関する訓練への参加 

② 避難住民の誘導への協力 

③ 救援への協力 

④ 消火、負傷者の搬送、被災者の救助等への協力 

⑤ 保健衛生の確保への協力 

 

現状に合わせた、表

現の適正化 

44 38 3 1 1.2 国民保護対策本

部等の設置と職

員の配備 

第２編第２章第１節に定める配備計画に充てられている職員

は、動員の指示があった時には、直ちに所定の場所に参集して

初動対応等を行うものとする。 

第２編第１章に定める配備計画に充てられている職員は、動員

の指示があった時には、直ちに所定の場所に参集して初動対応

等を行うものとする。 

表現の適正化 

45 38 3 1 2.1 国民対策本部等

の組織及び担当

業務 

② 本部会議は、本部長、副本部長、本部員で構成し、本部長、

副本部長、本部員の出席をもって開催する。 

ア 本部長   町長 

イ 副本部長    副町長、教育長 

ウ 本部員   消防局長（消防局長の指名する消防職員）、各課

長 

② 本部会議は、本部長、副本部長、本部員で構成し、本部長、

副本部長、本部員の出席をもって開催する。 

ア 本部長   町長 

イ 副本部長    副町長 

ウ 本部員   教育長、消防局長、各課長 

現状に合わせた表現

の適正化 

地域防災計画との整

合 

46 38 3 1 2.1 国民対策本部等

の組織及び担当

業務 

別表 

本部会議 

本部長 町長 

副本部長 副町長、教育長 

本部員 消防局長（消防局長の指名する消防職員）、

政策推進課長、総務課長、防災対策室長、税

別表 

本部会議 

本部長 町長 

副本部長 副町長 

本部員 教育長、技監、消防局長（消防局長の指名す

る消防職員）、政策推進課長、総務課長、税

現状に合わせた表現

の適正化 

地域防災計画との整

合 
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務課長、町民生活課長、ｾﾞﾛ・ｳｴｲｽﾄ推進室

長、健康福祉課長、子育て支援課長、農政産

業課長、まち整備課長、まちづくり推進室

長、上下水道課長、会計管理者、議会事務局

長、教育総務課長、生涯学習課長 
 

務課長、町民生活課長、健康福祉課長、農政

産業課長、まち整備課長、出納室長、上下水

道課長、議会事務局長、教育総務課長、生涯

学習課長 

 

 

47 40 3 1 2.1 

(5) 

本部の担当業務

について 
別表 

部・班の組織 

職務名 担当者 職務名 担当者 

総務部長 総務課長 総括班長 総務課主幹 

総務副部長 防災対策室長 職員班長 総務課主幹 

総務副部長 政策推進課長 記録調整班長 政策推進課主幹 

総務副部長 税務課長 情報連絡班長 政策推進課主幹 

総務副部長 会計管理者 調査集計班長 税務課主幹 

総務副部長 議会事務局長 会計班長 出納室主幹 

  協力班長 議会事務局員 

民生部長 町民生活課長 住民班長 町民生活課主幹 

民生副部長 ｾﾞﾛ・ｳｴｲｽﾄ推進室長 衛生班長 町民生活課主幹 

民生副部長 健康福祉課長 福祉班長 健康福祉課主幹 

民生副部長 子育て支援課長 保健医療班長 健康福祉課主幹 

  保育班長 子育て支援課主幹 

建設部長 まち整備課長 農政産業班長 農政産業課主幹 

建設副部長 農政産業課長 土木班長 まち整備課主幹 

建設副部長 上下水道課長 都市整備班長 まち整備課主幹 

  上下水道班長 上下水道課主幹 

  協力班長 農業委員会事務局次長 

別表 

部・班の組織 

職務名 担当者 職務名 担当者 

総務部長 総務課長 総括班長 総務課主幹 

総務副部長 政策推進課長 記録・調整班長 秘書室長 

総務副部長 税務課長 情報連絡班長 政策推進課主幹 

総務副部長 出納室長 調査集計班長 税務課主幹 

総務副部長 議会事務局長 会計班長 出納室長 

  協力班 議会事務局長 

民生部長 町民生活課長 住民班長 町民生活課主幹 

民生副部長 健康福祉課長 衛生班長 町民生活課主幹 

  救助避難誘導班長 健康福祉課主幹 

  医療班長 健康福祉課主幹 

  給食班長 給食センター所長 

建設部長 技監   

建設副部長 農政産業課長 農政商工班長 農政産業課主幹 

建設副部長 まち整備課長 土木班長 まち整備課主幹 

建設副部長 上下水道課長 都市計画班長 まち整備課主幹 

  上下水道班長 上下水道課主幹 

  協力班 農業委員会事務局次長 

現状に合わせた表現

の適正化 

地域防災計画との整

合 
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教育部長 教育総務課長 教育班長 教育総務課主幹 

教育副部長 生涯学習課長 給食班長 学校給食センター所長 

  生涯学習班長 生涯学習課主幹 

※班長担当者を欠く場合は、当該所属の部長が指名する者が務める。 

 

教育部長 教育総務課長 教育班長 教育総務課主幹 

教育副部長 生涯学習課長 生涯学習班長 生涯学習課主幹 

 

 

48 40 3 1 2.1 

(5) 

本部の担当業務

について 

各部・班の分掌事務 

 

部名 班名 分掌事務 

総務部 総括班 ・国民保護に関する情報の収集に関すること 

・国民保護対策本部の設置、運営に関すること 

・職員の動員に関すること 

・関係機関との協力及び応援要請に関すること 

・警戒区域の設定に関すること 

・警報の伝達に関すること 

・避難指示の伝達に関すること 

・避難経路の決定に関すること 

・緊急通報の伝達に関すること 

・退避の指示に関すること 

・避難実施要領の策定に関すること 

・その他、他の部に属さないこと 

 職員班 ・職員の招集に関すること 

・派遣職員及び被派遣職員の扱いに関すること 

・職員の安否確認及び被災状況の把握に関すること 

・職員の公務災害に関すること 

・職員の健康管理に関すること 

・職員の給与等に関すること 

・その他職員に関すること 

 記録調整班 ・本部長の秘書、渉外に関すること 

・町民への広報に関すること 

・各部の調整に関すること 

・国・県からの指示及び県への要請並びに連絡調整に関 

すること 

・他の市町村への要請及び連絡調整に関すること 

・自主防災組織への指示及び要請並びに連絡調整に関す 

ること 

・その他関係機関の調整に関すること 

・被害記録に関すること 

・その他記録、調整に関すること 

 情報連絡班 ・本部会議決定事項の支持、周知に関すること 

・現地本部との連絡に関すること 

・関係機関及び各部への連絡に関すること 

・被害状況の取りまとめ、報告に関すること 

・関係機関との指令の受領及び伝達に関すること 

・緊急予算の編成及び資金の調達に関すること 

・見舞品及び義援金の受入、配分計画に関すること 

・電子計算組織の復旧及び確保に関すること 

・その他情報連絡に関すること 

各部・班の分掌事務 

 

部名 班名 分掌事務 

総務部 総括班 ・国民保護に関する情報の収集に関すること 

・国民保護対策本部の設置、運営に関すること 

・職員の動員に関すること 

・関係機関との協力及び応援要請に関すること 

・派遣職員及び被派遣職員の扱いに関すること 

・警戒区域の設定に関すること 

・警報の伝達に関すること 

・避難指示の伝達に関すること 

・避難経路の決定に関すること 

・緊急通報の伝達に関すること 

・退避の指示に関すること 

・避難実施要領の策定に関すること 

・その他、他の部に属さないこと 

 記録・調整班 ・本部長の秘書、渉外に関すること 

・町民への広報に関すること 

・各部の調整に関すること 

・国・県からの指示及び県への要請並びに連絡調整に関 

すること 

・他の市町村への要請及び連絡調整に関すること 

・自主防災組織への指示及び要請並びに連絡調整に関す 

ること 

・その他関係機関の調整に関すること 

・被害記録に関すること 

・その他記録、調整に関すること 

 情報連絡班 ・本部会議決定事項の支持、周知に関すること 

・現地本部との連絡に関すること 

・関係機関及び各部への連絡に関すること 

・被害状況の取りまとめ、報告に関すること 

・関係機関との指令の受領及び伝達に関すること 

・緊急予算の編成及び資金の調達に関すること 

・見舞品及び義援金の受入、配分計画に関すること 

・電子計算組織の復旧及び確保に関すること 

・その他情報連絡に関すること 

 調査集計班 ・家屋等の被害調査、とりまとめに関すること 

・税の徴収猶予、減免等に関すること 

・その他税務に関すること 

 会計班 ・経費の出納に関すること 

・その他会計に関すること 

 協力班 ・総務部の応援に関すること 

現状に合わせた表現

の適正化 

地域防災計画との整

合 
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 調査集計班 ・家屋等の被害調査、とりまとめに関すること 

・税の徴収猶予、減免等に関すること 

・その他税務に関すること 

 会計班 ・経費の出納に関すること 

・その他会計に関すること 

 協力班 ・総務部の応援に関すること 

民生部 住民班 ・人的被害の調査、記録に関すること 

・被災者の食糧に関すること 

・り災証明、その他各種証明に関すること 

・遺体の埋火葬に関すること 

・安否情報の収集、提供に関すること 

・各種相談に関すること 

・外国人に対する情報提供及び相談に関すること 

・その他住民に関すること 

 衛生班 ・災害時の各種消毒に関すること 

・防疫活動に関すること 

・被災地域のし尿に関すること 

・被災地域のゴミ収集、運搬及び処分に関すること 

・収集手数料の減免に関すること 

・関係業者との連絡調整に関すること 

・環境センターの応急対策に関すること 

・災害廃棄物の処理に関すること 

・生活関連施設の安全確保 

・その他衛生に関すること 

 福祉班 ・救出、避難誘導及び被災者の収容に関すること 

・被災者の捜索及び救出 

・救援物資の確保、配分に関すること 

・日赤及び社会福祉協議会等との連絡調整に関すること 

・要援護者等の避難誘導及び被災者の収容に関すること 

・ボランティア受付窓口の設置に関すること 

・災害見舞金の支給に関すること 

・その他福祉に関すること 

 保健医療班 ・医療機関との連絡に関すること 

・医療品、衛生資材、その他各種資材の調達、補給配送

に関すること 

・災害救助食品の衛生に関すること 

・救護所の設置に関すること 

・保健センターの応急対策に関すること 

・その他保健医療に関すること 

 保育班 ・保育園児の安全確保に関すること 

・保育関係被害の調査、記録、報告に関すること 

・応急保育に関すること 

・その他保育に関すること 

建設部 農政産業班 ・農林関係被害の調査、記録、報告に関すること 

・農業共済、家畜共済に関すること 

・農業災害融資に関すること 

・商工業関係被害の調査、記録、報告に関すること 

・商工業災害融資に関すること 

・生活関連物資等の価格安定措置に関すること 

・用排水、水門開閉に関すること 

・動物愛護に関すること 

・その他農政産業に関すること 

民生部 住民班 ・人的被害の調査、記録に関すること 

・被災者の食糧に関すること 

・り災証明、その他各種証明に関すること 

・遺体の埋火葬に関すること 

・安否情報の収集、提供に関すること 

・各種相談に関すること 

・外国人に対する情報提供及び相談に関すること 

・その他住民に関すること 

 衛生班 ・災害時の各種消毒に関すること 

・防疫活動に関すること 

・被災地域のし尿に関すること 

・被災地域のゴミ収集、運搬及び処分に関すること 

・収集手数料の減免に関すること 

・関係業者との連絡調整に関すること 

・環境センターの応急対策に関すること 

・災害廃棄物の処理に関すること 

・生活関連施設の安全確保 

・その他衛生医療に関すること 

 救助避難誘

導班 

・救出、避難誘導及び被災者の収容に関すること 

・被災者の捜索及び救出 

・救援物資の確保、配分に関すること 

・日赤及び社会福祉協議会等との連絡調整に関すること 

・要援護者等の避難誘導及び被災者の収容に関すること 

・ボランティア受付窓口の設置に関すること 

・保育園児の避難対策に関すること 

・災害見舞金の支給に関すること 

・その他救援に関すること 

 医療班 ・医療機関との連絡に関すること 

・医療品、衛生資材、その他各種資材の調達、補給配送

に関すること 

・災害救助食品の衛生に関すること 

・救護所の設置に関すること 

・保健センターの応急対策に関すること 

・その他医療に関すること 

 給食班 ・災害現場及び被災者の炊き出しに関すること 

・給食センターの応急対策に関すること 

建設部 農政商工班 ・農林関係の被害の調査、記録、報告に関すること 

・農業共済、家畜共済に関すること 

・農業災害融資に関すること 

・商工業関係被害の調査、記録、報告に関すること 

・商工業災害融資に関すること 

・生活関連物資等の価格安定措置に関すること 

・用排水、水門開閉に関すること 

・動物愛護に関すること 

・その他農林商工に関すること 

 土木班 ・災害復旧用資材の確保に関すること 

・道路、橋梁等の交通止めに関すること 

・災害復旧労力の確保に関すること 

・土木関係の被害状況の調査及び報告に関すること 

・障害物等の除去に関すること 

・被災住宅の応急修理に関すること 

・応急仮設住宅に関すること 
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 土木班 ・災害復旧用資材の確保に関すること 

・道路、橋梁等の交通止めに関すること 

・災害復旧労力の確保に関すること 

・土木関係の被害状況の調査及び報告に関すること 

・障害物等の除去に関すること 

・被災住宅の応急修理に関すること 

・応急仮設住宅に関すること 

・災害応急修理の指導、監督に関すること 

・その他土木に関すること 

 都市計画班 ・市街地の被害の調査、記録、報告に関すること 

・公園等施設の提供及び保全に関すること 

・応急危険度判定に関すること 

・その他都市計画に関すること 

 上下水道班 ・被災者の応急給水に関すること 

・応急給水の広報に関すること 

・上下水道施設の被害状況調査、記録、報告に関するこ

と 

・上下水道施設の復旧に関すること 

・水源確保に関すること 

・下水道施設の保全に関すること 

・下水道の排水保持及び復旧に関すること 

・その他上下水道に関すること 

 協力班 ・建設部の応援に関すること 

教育部 教育班 ・教育関係の情報収集及び報告に関すること 

・教育施設の被害状況の記録及び報告に関すること 

・教育施設の復旧に関すること 

・応急教育に関すること 

・児童、生徒の安全確保に関すること 

・教材、学用品の確保に関すること 

・避難所としての学校施設等の開放に関すること 

・その他教育に関すること 

 給食班 ・災害現場及び被災者の炊き出しに関すること 

・給食センターの応急対策に関すること 

 生涯学習班 ・文化財の被害調査及び保護に関すること 

・民間諸団体の連絡調整に関すること 

・社会教育施設の避難所としての開・閉設に関すること 

・社会教育施設の応急対策に関すること 

・その他生涯学習に関すること 

 

 

・災害応急修理の指導、監督に関すること 

・その他土木に関すること 

 都市計画班 ・市街地の被害の調査、記録、報告に関すること 

・公園等施設の提供及び保全に関すること 

・応急危険度判定に関すること 

・その他都市計画に関すること 

 上下水道班 ・被災者の応急給水に関すること 

・応急給水の広報に関すること 

・上下水道施設の被害状況調査、記録、報告に関するこ

と 

・上下水道施設の復旧に関すること 

・水源確保に関すること 

・下水道施設の保全に関すること 

・下水道の排水保持及び復旧に関すること 

・その他水道に関すること 

 協力班 ・建設部の応援に関すること 

教育部 学校教育班 ・教育関係の情報収集及び報告に関すること 

・教育施設の被害状況の記録及び報告に関すること 

・教育施設の復旧に関すること 

・応急教育に関すること 

・児童、生徒の安全確保に関すること 

・教材、学用品の確保に関すること 

・避難所としての学校施設等の開放に関すること 

・その他学校教育に関すること 

 生涯学習班 ・文化財の被害調査及び保護に関すること 

・民間諸団体の連絡調整に関すること 

・社会教育施設の避難所としての開・閉設に関すること 

・社会教育施設の応急対策に関すること 

・その他生涯学習に関すること 

 

 

49 44 3 1 2.2 本部開設の通知

等 

２ 本部開設の通知等 

（１）本部の開設の通知 

町対策本部が開設されたときには、直ちにその旨を、関係機関

に通知するものとする。 

【通知先】 

①川島町国民保護協議会委員 

②隣接市町及び協定市町の長 

③川島町議会議長 

２ 本部会議の開催場所の決定 

（１）本部会議は、原則として町庁内で開催する。 

（２）町庁舎が被災又は被災のおそれがあり、設置が困難な場

合には、町長が別途開催場所を決定する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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④川島町区長会長 

（２）本部会議の開催場所の決定 

①本部会議は、原則として町庁内で開催する。 

②町庁舎が被災又は被災のおそれがあり、設置が困難な場合に

は、町長が別途開催場所を決定する。 

50 44 3 1 3.3 国民保護等派遣

の要請 

３ 国民保護等派遣の要請 ３ 国民保護派遣の要請 国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

51 45 3 1 4 川島町国民対策

本部等の廃止 

第４節 川島町国民保護対策本部等の廃止 

町長は、内閣総理大臣から、川島町国民保護対策本部等を設置

すべき町の指定の解除の通知を受けたときは、速やかに対策本

部を廃止する。 

なお、廃止の通知を第２節の２（１）に準じて行うものとす

る。 

第４節 川島町国民保護対策本部等の廃止 

町長は、内閣総理大臣から、川島町国民保護対策本部等を設置

すべき町の指定の解除の通知を受けたときは、速やかに対策本

部を廃止する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

52 50 3 3 1.3 警報の通知の受

入れ・伝達 

３ 住民等への伝達 

（１）住民への伝達 

 町は、県から警報の通知をうけた場合には、直ちに住民に対

して伝達を行う。その手段は、以下のとおりである。 

① サイレン（国が定めた放送方法による。） 

② 防災行政無線 

③ 自治会を通じての伝達 

④ 広報車 

⑤ ホームページへの掲載 

⑥ 公共施設等への掲示 

⑦ ＦＡＸ（主に、聴覚障がい者に対して行う。） 

 なお、町長は、必要があると認めるときは、県に対してヘリ

コプター等による広報を要請する。 

（２）大規模集客施設等の管理者への連絡 

 町は、町が所管する大規模集客施設等の管理者に対して、警

報の伝達に努めることとする。 

３ 住民等への伝達 

 町は、県から警報の通知をうけた場合には、直ちに住民に対

して伝達を行う。その手段は、以下のとおりである。 

（１） サイレン（国が定めた放送方法による。） 

（２） 防災行政無線 

（３） 自治会を通じての伝達 

（４） 広報車 

（５） ホームページへの掲載 

（６） ＦＡＸ（主に、聴覚障害者に対して行う。） 

 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

53 52 3 3 3.1 避難の指示受

入・伝達等 

① 第１段階の避難指示 

国から避難措置の指示が行われた場合、直ちに国から示された

内容のみを、要避難地域を管轄する市町村長を経由して住民に

伝達する。 

① 第１段階の避難指示 

国から避難措置の指示が行われた場合、直ちに国から示された

内容のみを、要避難地域を管轄する市町村長を経由して住民に

指示する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

54 52 3 3 3.1. 

(2). 

①. 

避難実施要領の

作成 

 

（ク）要配慮者への対応 （ク）災害時要援護者への対応 平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 
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55 53 3 3 3.1. 

(2) 

町長の住民への

避難の伝達 

② 住民への周知内容及び方法 

町長は、第２編第３章第３節で定めた内容を、一般住民、要

配慮者に対し、あらかじめ定めた方法で周知する。 

② 住民への周知内容及び方法 

町長は、第２編第３章第３節で定めた内容を、一般住民、災

害時要援護者に対し、あらかじめ定めた方法で周知する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

56 53 3 3 4.1 運送手段の選択

方法 

 

（２）要配慮者の避難 

町は、あらかじめ第２編第３章第４節で定めた方法により要配

慮者の避難を実施する。 

（２）災害時要援護者の避難 

町は、あらかじめ第２編第３章第４節で定めた方法により災害

時要援護者の避難を実施する。 

平成２５年６月の災

害対策基本法の改正

を踏まえた用語の変

更 

57 54 3 3 5 避難路の選定と

避難経路の決定 

第５節 避難路の選定と避難経路の決定 

避難の指示があった場合には、町は、県が決定した主要避難

経路に接続する避難経路を第２編第３章第５節により選定して

ある候補路の中から選定し、避難経路を決定する。 

また、避難の交通手段等避難実施要領を作成し、住民への周

知を図る。 

第５節 避難路の選定と避難経路の決定 

避難の指示があった場合には、町は、県が決定した主要避難

経路に接続する避難経路を第２編第３章第５節により選定して

ある候補路の中から選定し、避難経路を決定する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

58 55 3 4  避難住民等の救

援措置 

避難住民等の救援は、町と県が連携し、指定公共機関、指定

地方公共機関、その他公共的団体の協力を得ながら、必要に応

じて以下の内容を実施する。 

（１）収容施設の供与 

（２）食料品・飲料水の供給及び生活必需品の給与又は貸与 

（３）医療の提供及び助産 

（４）被災者の捜索及び救出 

（５）死体の捜索、処理及び埋・火葬 

（６）電話その他の通信設備の提供 

（７）被災住宅の応急修理 

（８）学用品の貸与 

（９）住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等の除去 

救援の程度、方法については、「武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法

の基準（平成２５年内閣府告示第２２９号）」に定めるところ

による。 

また、救援の期間については、救援の指示があった日又は救

援を開始した日から内閣総理大臣が定める日までとする。 

避難住民等の救援は、町と県が連携し、指定公共機関、指定

地方公共機関、その他公共的団体の協力を得ながら、必要に応

じて以下の内容を実施する。 

救援の程度、方法については、「平成１６年厚生労働省告示

第３４３号」に定めるところによる。 

また、救援の期間については、救援の指示があった日又は救

援を開始した日から厚生労働大臣が定める日までとする。 

（１）収容施設の供与 

（２）食料品・飲料水の供給及び生活必需品の供給又は貸与 

（３）医療の提供及び助産 

（４）被災者の捜索及び救出 

（５）死体の捜索、処理及び埋・火葬 

（６）電話その他の通信設備の提供 

（７）被災住宅の応急修理 

（８）学用品の貸与 

（９）住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等の除去 

表現の適正化 

 

災害対策基本法等の

改正に伴う変更（国

民保護法の救援事務

が、厚生労働省から

内閣府（防災担当）

へ移管されたため） 

59 56 3 4  ２ 食料品・飲

料水の供給及び

生活必需品の給

与又は貸与 

２ 食料品・飲料水の供給及び生活必需品の給与又は貸与 

町は、県と協力して、避難住民等の基本的な生活を確保するた

め、食料品・飲料水の供給及び生活必需品の給与又は貸与を実

施する。 

２ 食料品・飲料水の供給及び生活必需品の供給又は貸与 

町は、県と協力して、避難住民等の基本的な生活を確保するた

め、食料品・飲料水の供給及び生活必需品の供給又は貸与を実

施する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

60 59 3 4  ５ 死体の捜

索、処理及び

埋・火葬 

５ 死体の捜索、処理及び埋・火葬 

町は、県、自衛隊、警察、消防機関と相互に連携しながら、武

力攻撃災害により現に行方不明の状態であり、各般の事情によ

５ 死体の捜索、処理及び埋・火葬 国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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り既に死亡しいると推定される者の捜索、処理、埋火葬等を適

切に実施する。 

町は、県、自衛隊、警察、消防機関と相互に連携しながら、武

力攻撃事態等において発生した死体の捜索、処理、埋火葬等を

適切に実施する。 

61 60 3 4  ７ 学用品の給

与 

７ 学用品の給与 

町は、県と協力して、武力攻撃事態等により、就学上必要な学

用品を喪失した小学校児童及び中学校生徒に対し、教科書（教

材を含む）、文房具及び通学用品を支給する。 

７ 学用品の供給 

町は、県と協力して、武力攻撃事態等により、就学上必要な学

用品を喪失した小学校児童及び中学校生徒に対し、教科書（教

材を含む）、文房具及び通学用品を支給する。 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

62 63 3 5 2.4 ４ ＮＢＣ攻撃

による汚染の対

処 

(４）対応時の留意事項 

①核兵器等 

隔壁を用いた攻撃による被害は、主に以下のとおりと考えられ

る。 

ア 核爆発に伴う熱線、爆風、初期放射線 

イ 爆発時に生じた放射能をもった灰（放射性降下物）からの

放射線 

ウ 初期放射線を吸収した建築物や土壌から発する放射線 

このため、町は、県、県警察、消防機関、自衛隊等関係機関と

連携して、次に掲げる事項に留意の上、措置を実施するものと

する。 

（ア）初動措置として、県は、消防機関、県警察、自衛隊に対

し、隊員の安全を図るための措置を講じた上で、被ばく線量の

管理を行いつつ、可能な限り迅速に救助・救急活動等を行うこ

とを要請する。また、県は、汚染物質に関する情報を保健所、

県衛生研究所、消防機関、医療機関等の関係機関で共有するよ

う努めるものとする。 

また、上記ア及びウは、爆心地周辺において被害をもたらすた

め、汚染地域が特定された後、町は、県、県警察、自衛隊と連

携しながら、迅速に警戒区域の設定、立入り制限の措置を行

う。 

（イ）町は、県、消防機関と連携して、熱線による熱傷や放射

線障害等、核兵器特有の傷病に対する初期医療を実施する。 

（ウ）イの放射性降下物による被害には、皮膚に付着して被曝

する「外部被曝」及び降下物によって汚染された飲料水や食物

を摂取することで被曝する「内部被曝」がある。 

このため、住民の避難誘導にあたっては、こうした点に十分配

慮して実施するものとする。 

（エ）ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもの

で、核兵器に比して小規模ではあるが、爆薬による爆発の被害

と放射能による被害をもたらすことから、（ア）から（ウ）に

準じた医療処置、避難誘導等が必要となる。 

(４）汚染原因に応じた対応 

町長は、ＮＢＣ攻撃のそれぞれの汚染原因に応じて、国及び県

との連携の下、それぞれ次の点に留意して措置を講ずる。 

① 核攻撃等の場合 

町長は、核攻撃等による災害が発生した場合、国の対策本部

による汚染範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に資す

る被災情報を県に直ちに報告する。 

また、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、被

ばく線量の管理を行いつつ、活動を実施させる。 

② 生物剤による攻撃の場合 

町長は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、

関係機関が行う汚染の原因物質の特定等に資する情報収集など

の活動を行う。また、県警察等の関係機関と連携して、保健所

による消毒等の措置を行う。 

③ 化学剤による攻撃の場合 

町長は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、

関係機関が行う汚染の原因物質の特定、汚染地域の範囲の特

定、被災者の救助及び除染等に資する情報収集などの活動を行

う。 

表現の適正化 

 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

 

基本方針の変更

（H29.12）に伴う表

現の適正化 

 



 

「国民保護に関する川島町計画」新旧対照表                                       - 24 - 

 

No. Page 編 章 節 項目名 新 旧 変更理由 

（オ）核攻撃等においては、避難住民等（運送に使用する車両

及びその乗務員を含む。）の避難退避時検査及び簡易除染その

他放射性物質による汚染の拡大を防止するため必要な措置を講

じるものとする。 

②生物兵器 

生物剤が散布されたと判明したときには、既に被害が拡大して

いる可能性がある。また、ヒトを感染媒体とする生物剤による

攻撃が行われた場合には、二次感染により被害が拡大すること

が考えられるため、以下の事項に留意の上、措置を実施する。 

ア 初動措置として、県は、消防機関、県警察、自衛隊に対し

て、隊員の安全を講じた上で、汚染の原因物質の特定のため、

適宜検知を実施するよう要請し、そのた情報を保健所、県衛生

研究よ、消防機関、医療機関等の関係機関で共有するよう努め

るものとする。 

また、県は、市町村、県警察、自衛隊と連携して、迅速に警戒

区域の設定、立入制限の措置を行い、消毒等の措置を実施す

る。 

イ 県は、国と連携し、情報収集、データ解析、疫学調査、関

係者へのデータ提供及びサーベイランス（疫病監視）の結果等

により、汚染地域の範囲及び感染源を特定し、又は予測を実施

する。 

ウ 県は、患者の移送を実施するとともに、市町村、消防機

関、県警察、自衛隊に対して、対処要員のワクチン接種を行う

など、所要の防護措置を講じた上で、患者の移送に協力するよ

う要請する。また、県は、必要に応じて隔離を行うなど二次感

染を防止する措置を実施する。 

③化学兵器 

一般に化学剤は、地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡

散し、空気より重いサリン等の神経剤は下をはうように広が

る。 

また、特有のにおいがあるもの、無臭のもの等、その性質は化

学剤の種類によって異なるため、以下の事項に留意の上、措置

を実施する。 

ア 初動措置として、県は、消防機関、県警察、自衛隊に対し

て、隊員の安全を講じた上で、原因物質の特定、汚染地域の特

定又は予測、被災者の救助、除染等汚染拡大防止のための措置

等を実施するよう要請する。 
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イ また、県は、市町村、県警察、自衛隊と連携して、迅速に

警戒区域の設定、立入制限の措置を行い、住民を安全な風上の

高台に誘導する等避難措置を実施する。 

ウ 県は、市町村、消防機関、医療機関と連携して、原因物

質の特定に応じた救急医療を実施する。 

63 65 3 5 2 応急措置等の実

施 

 （５）権限 

町長は、知事より汚染の拡大を防止するため協力の要請があっ

たときは、措置の実施に当たり、県警察等関係機関と調整しつ

つ、次の表に掲げる権限を行使する。 

 

 対象物件 措置 

１号 飲食物、衣類、寝

具その他の物件 

占有者に対し、以下を命ずる 

・移動の制限 

・移動の禁止 

・廃棄 

２号 生活の用に供する

水 

管理者に対し、以下を命ずる 

・使用の制限又は禁止 

・給水の制限又は禁止 

３号 死体 ・移動の制限 

・移動の禁止 

４号 飲食物、衣類、寝

具そのたの物件 

・廃棄 

５号 建物 ・立入りの制限 

・立入りの禁止 

・封鎖 

６号 場所 ・交通の制限 

・交通の遮断 

 

 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

64 65 3 5 5 廃棄物対策の実

施 

１ ごみ、がれき、産業廃棄物処理 

町は、その特殊性に配慮しながら「埼玉県災害廃棄物処理指

針」に準じて廃棄物対策を実施する。 

２ し尿処理 

（１）町が行う措置 

町は、し尿を衛生的に処理するため、し尿施設の速やかな復

旧を実施するとともに、収集運搬車両を確保して円滑な収集・

運搬につとめ、避難住民等の生活に支障が生じることがないよ

う努める。 

１ ごみ、がれき、産業廃棄物処理 

町は、その特殊性に配慮しながら「災害廃棄物処理計画」に基

づき廃棄物対策を実施する。 

２ し尿処理 

町は、し尿を衛生的に処理するため、し尿施設の速やかな復旧

を実施するとともに、収集運搬車両を確保して円滑な収集・運

搬につとめ、避難住民等の生活に支障が生じることがないよう

努める。 

現状に合わせた表現

の適正化 

 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 
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（２）県の実施する避難所等への仮設（簡易）トイレの設置へ

の協力 

 町は、県が行う仮設（簡易）トイレの設置に協力する。 

（３）広域的な支援協力 

町は、収集・運搬及び処理に必要な人員、車両や処理施設が不

足すると認められる場合には、県に対して支援を要請する。 

また、町は、収集・運搬及び処理に必要な人員、車両や処理施

設が不足すると認められる場合には、県に対して支援を要請す

る。 

65 66 3 6 2 安否情報の収

集・提供 

１ 情報の収集 

収集する情報は、主に以下のとおりとする。 

町は、避難住民等の安否情報を収集し整理に努め、当該情報を

県に報告する。 

（１）避難所等において避難住民等から収集する情報 

① 氏名 

② 出生の年月日 

③ 男女の別 

④ 住所 

⑤ 国籍（日本国籍を有していない者に限る） 

⑥ ①～⑤のほか、個人を識別するための情報（前各号のいず

れかに掲げる情報が不明である場合において、当該情報に代え

て個人を識別することができるものに限る） 

⑦ 居所 

⑧ 負傷又は疾病の状況 

⑨ ⑦及び⑧のほか、連絡先その他安否の確認に必要と認めら

れる情報 

⑩ 照会に対する同意の有無 

（２）死亡した住民から収集する情報 

上記①～⑥に加えて 

⑦ 死亡の日時、場所及び状況 

⑧ 死体の所在 

⑨ ⑦及び⑧のほか、連絡先その他安否の確認に必要と認めら

れる情報 

⑩ 照会に対する同意の有無 

１ 情報の収集 

収集する情報は、主に以下のとおりとする。 

町は、避難住民等の安否情報を収集し整理に努め、当該情報を

県に報告する。 

（１）避難所等において避難住民等から収集する情報 

① 氏名 

② 生年月日 

③ 男女の別 

④ 住所 

⑤ 国籍（日本国籍を有していない者に限る） 

⑥ ①～⑤のほか、個人を識別するための情報（前各号のいず

れかに掲げる情報が不明である場合において、当該情報に代え

て個人を識別することができるものに限る） 

⑦ 居所 

⑧ 負傷又は疾病の状況 

⑨ ⑦及び⑧のほか、連絡先その他安否の確認に必要と認めら

れる情報 

（２）死亡した住民から収集する情報 

上記①～⑥に加えて 

⑦ 死亡の日時、場所及び状況 

⑧ 死体の所在 

国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

66 71 5 1 2 損害補償 （１）避難住民の誘導及び復帰への協力 （１）住民の避難誘導への協力 国民保護に関する埼

玉県計画との整合 

県計画*1 

県計画*1 ・・・・ 国民保護に関する埼玉県計画（平成３０年１２月変更） 


